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連系線１回線停止時のマージン設定の考え方

平成２９年１月２０日

平成28年度 第２回マージン検討会 資料２



2はじめに

 年間計画段階における作業等による連系線１回線停止断面において、

エリアによりマージン設定の有無が異なっている。

• 北陸向き・四国向き ： 設定していない

• その他のエリア向き ： 設定している

 それぞれの考え方の違いを明らかにし、必要に応じ考え方を統一する。



3北陸向き・四国向きの基本的な考え方

 系統容量に対し、最大電源ユニット相当量の規模が大きいエリア（北陸・四国）は、実需給断
面でのマージンをゼロとすることは困難なため、平常時は最大電源ユニット相当量が脱落した
場合でも、連系線からの受電分により、需要の３％の予備力が確保できるようマージンを設定
している。（下図のAを実需給断面のマージンとして設定している）

 しかし、連系線１回線停止時の運用容量は最大電源ユニット相当量よりも低くなること、また、
1回線停止作業は需要が低く電源の作業が少ない、予備力が十分に確保できる時期を選定して
いることや隣接連系線の作業とは重複しない時期を選定していることから、実需給断面での
マージン設定は必要ないと判断し、年間計画段階からマージンをゼロとしている。

マ
ー
ジ
ン
設
定
量

長期 前々日年間

最大電源ユニット相当

北陸・四国

Ａ

Ａの値まで減少

Ａ＝最大電源ユニット相当 ＋ 翌々日需要想定値×３％ － エリア内予備力

前々月

：平常時

：１回線停止時

年間計画段階で
ゼロまで減少

０

①
一定

②
前々日に判明

③

＜北陸エリアの事前対策＞
• 連系線１回線停止時は「最大電源ユニット相当量」以上の「エリア内予備力」を確保する。

＜四国エリアの事後対応＞
• 連系線１回線停止時に最大電源ユニット相当が脱落した場合は、予備力の発動（揚水機起動等）や阿南
紀北直流幹線からの受電により対応する。



4その他エリア向きの基本的な考え方

 その他エリア（北海道除き）
 「系統容量の３％相当」のマージンを長期計画で設定しているが、年間段階で明らかにな
る連系線の停止如何に係らず、前々月の段階で「月間需給計画における需要に３％を乗じ
た値から、月間需給に対する予備力の内１０％を超える部分を減じた値」に減少する方向
で統一している。

 そのため、長期計画段階と翌々月段階の間にある年間計画段階においては、長期計画段階
と同様「系統容量の３％相当」のマージンを設定する。

 北海道向き
 「周波数制御に対応したマージン」及び「連系線潮流抑制のためのマージン」のうち大き
い方の値を長期計画段階から実需給断面にかけてマージンを設定する。（但し、北本１極
停止時は運用容量を上限値として設定）

その他エリア（北海道除き）
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長期 前々日前々月

系統容量３％

エリア予備力等
を考慮し減少

予備力１０％
超過分を削減

年間

：平常時、１回線停止時

北海道

マ
ー
ジ
ン
設
定
量

長期 前々日前々月年間

：平常時、１回線停止時

各断面で系統容量や最大機出力等が変わらなければ同量



5まとめ

 通常は「その他エリア」のように、連系線の停止如何に係らずエリア

として必要なマージンを設定するのが基本的な考え方である。

 一方、「北陸・四国エリア」は、連系線停止時という限定された期間

における事前対策や事後対応を考慮のうえ、マージン設定不要との考

え方であることが分かった。

 そのため、双方の考え方を統一するという性質のものではないことか

ら、双方これまで通りの考え方を踏襲し、マージンを設定することと

する。


